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「家庭支援・相談体制のあり方に関する中間報告」に対する府民意見と
これに対する府の考え方

項目 意見の要旨 京都府の考え方

全 体 中間案で取り上げられている課題 懇話会において、府民の方々のご
については、異議なし。 意見を踏まえ取りまとめていただい

た最終報告にもとづき、家庭を取り
問題が発生してからでなく、問題 巻く諸課題に的確かつ迅速に対応す

が起こる前に手立てを打つ方が、人 るとともに、問題の発生を未然に防
も時間も費用も無駄にしないで済む 止できるよう、相談・解決に向けた
と考えるので、予防対策にも力を注 取組みや予防対策を一層充実・強化
がれたい。 し、これからの時代にふさわしい相

談支援体制を構築していきたいと考
家庭問題は、父兄の年代、居住環 えています。

境、地区等によって大きく異なるこ
とから、社会背景についても言及し
た方がよい。

最終報告は、具体的な支援策が入
ったものを期待する。

相談機関等の連 家庭問題は、複雑多岐に渡って発 複雑な家庭問題に対して、多様で
携・支援 生することが多く、一つの相談機関 幅広い支援が包括的に行えるよう、

だけでは対応できないため、専門別 行政の専門相談機関等が連携し、各
に分化させる必要があるのでは。 々の専門機能を有効に発揮・対応で

きる仕組みをつくっていきたいと考
えています。

ＮＰＯ等の民間支援団体との役割 ＮＰＯ等の民間支援団体と行政の
を明確にし、効率的な連携を図るべ 相談機関が連携・協働できるよう、
きである。 コーディネート機能をさらに強化

し、民間の力を地域の中で活かして
民間支援団体と行政相談機関との いけるような仕組みづくりに努めま

連携・協働を推進するための具体的 す。
方策が必要である。

民間支援団体はどの団体も財政状
況が厳しいので、行政からの財政的
な配慮を十分お願いしたい。

地域ネットワークの構築・強化に 身近な地域での関係者や関係機関
は、行政からの支援が必要不可欠で が連携・協働して多様な支援するこ
ある。 とが大切であり、府としても地域の

ネットワークづくりを推進します。

真に支援が必要な家庭に対する出 出前・訪問（アウトリーチ）型の
前・訪問（アウトリーチ）型の相談 相談・支援については、相談ニーズ
・支援は、プライバシー等に関わる が顕在化しにくい状況やプライバシ
問題も多いので、慎重な対応が必要 ー保護の問題があることから、実施
である。 に当たっては、慎重に検討していき

たいと考えています。

ひきこもりは、不登校からひきこ 児童虐待や不登校など子どもに関
もりにつながっていくことが多いた わる問題は、教育委員会や教育現場
め、学校と福祉の相談機関の連携が との連携が不可欠であり、今後さら
重要である。 に連携を強化します。
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相談体制の 相談機能の強化だけでは、相談か 様々な家庭問題に対して、ワンス
充実・強化 ら解決までの連続した取組みの流れ トップで対応できるよう、総合的に

が見えない。 対応できる相談体制を構築し、関係
機関との調整や連携の橋渡しができ

相談を受けた後も十分なフォロー るコーディネート機能の強化も含
アップができるような体制をつくる め、関係機関や民間支援団体が連携
ことが必要である。 して支援できる仕組みづくりを検討

していきます。

出来上がった相談体制が機能して 家庭を取り巻く環境等の変化を踏
いるかどうか、チェックが必要であ まえ、今後とも相談者のニーズ等に
る。あわせて、相談体制の有効性を 適切に対応できる、効果的な相談体
評価するため、相談者に対する疫学 制のあり方について検討していきた

府 的調査を実施されたい。 いと考えています。

に 大半の活動団体は京都市に本部が 南北に細長い京都府の地理的特性
あり、京都市以外の地域で相談拠点 に配慮し、より迅速かつ適切な対応

お が皆無に近い状況は深刻なものがあ ができるよう、南部・北部地域にお
るので、府下の現状を十分踏まえた いて、相談体制の充実が図れるよう

け 上で、対策を講じられたい。 努めたいと考えています。

る 家庭問題の中で、児童問題は児童 各相談機関がどのような相談に応
相談所ということが周知されている じているかを広く周知するために、

相 が、ＤＶの問題はどこにいけばよい より一層広報に努めるとともに、様
かが浸透しているとは言いがたい状 々な家庭問題に総合的に対応できる

談 況があるので、十分な広報が必要で 相談体制の整備について検討してい
ある。 きたいと考えています。

機
専門機能の 幼児への虐待の被害者と加害者は 児童虐待は、子どもに対する重大

能 強化 はっきりしており、犯罪であるとの な権利侵害であり、予防、早期発見
認識のもと、被害者である子どもの ・対応、再発防止のための取組を一

の 人権をもっと強調するとともに、加 層充実していくことが重要であり、
害者をつくらないよう、現状をしっ 子ども及びその保護者への相談・支

強 かり見つめた上で、相談・支援をす 援を、関係機関・団体等と連携強化
べきである。 し対応していきたいと考えていま

化 す。

ＤＶや虐待などは心に深く傷が残 ＤＶや虐待など複雑で深刻なケー
るものであり、相談にとどまらず社 スの増加に伴い、一時保護の重要性
会的自立までの長期的な支援が必要 が高まる中で、相談から自立まで一
であると考える。ＮＰＯとの連携も 貫した支援ができるよう、府の母子
重要であるが、行政として専門性を 生活支援施設と一体となった取組み
活かした自立支援策を展開すべきで の強化に努めていきたいと考えてい
はないのか。 ます。

思春期から青年期にかけての不登 ひきこもり相談支援センターの機
校やひきこもりなどの社会的不適応 能の充実に努めるとともに、民間支
に対する相談窓口がないのが現状で 援団体等との連携強化を図っていき
ある。そういった問題に関しても専 たいと考えています。
門的相談窓口を設置すべきである｡
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相談員の養 専門性の高い相談員を養成する仕 相談員には、常にていねいで的確
成 組みは大切であり、研修等による職 な対応と高い専門性が求められてお

府 員の資質向上に努められたい。 り、あらゆる相談機関において職員
に の資質向上は重要な課題であると認
お コーディネーターには、幅広い能 識しています。
け 力が期待されるため、定期研修を実 より広い見識と高い専門性を持っ
る 施すべきである。 た相談員やコーディネーター等を育
相 成していくため、研修等の取組みを
談 相談員のより高い専門性と相談者 一層充実強化していきたいと考えて
機 の立場に配慮した対応が図られるよ います。

、 。能 う 相談員の養成等を充実されたい
の
強 職員の資質向上を図るため、職員
化 の資質に関する現状分析を行い、実

効性のある具体的な取組みを実施さ
れたい。


